
漁船事故の現状と安全対策 

平成27年度 海難防止講演会 資料 



１-①．海中転落による死者・行方不明者の推移 

平成26年の漁船からの海中転落による死者・行方不明者数は、前年の82名から114名に増加。全
船舶の海難及び人身事故の中で漁船の割合が最も多く、海上労働の中で最も危険性が高い状況
が継続しています。 

資料：海上保安庁 
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１-②．船舶種類別死者・行方不明者の推移 

平成26年の海難事故による船舶種類別の死者・行方不明者数は100人となっており、うち漁船が65
人と全体の約７割を占めています。 

資料：海上保安庁 
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１-③．漁船事故の現況 
  

  

 過去５年間の漁船事故を種類別で見ると衝突によるものが全体の約３割を占めています。また、
漁船衝突事故を原因別の割合で見ると、見張り不十分によるものが約８割、次いで操船不適切
が１割と人為的要因によるものが多数を占めています。 

資料：海上保安庁 
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１-④．災害発生率の比較 

平成25年における漁船の災害発生率を陸上全産業と比較すると約６倍となっており、非常に高いも
のとなっています。 

資料：国土交通省 
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資料：国土交通省 

１-⑤．災害発生状況の比較 

平成26年における漁船の作業別災害発生状況は、漁労作業中によるものが５割を占めています。
また、年齢階層別災害発生状況を見ると、50歳以上の高齢者ほど高い割合となっています。 
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２．水産基本計画に安全対策を位置付け 

 水産庁は、漁船の安全対策を重要な政策課題と位置づけており、平成24年３月に閣議決定された
水産基本計画においても、「水産に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策」８項目のうちのひとつ
として「漁船漁業の安全対策の強化」を位置づけています。 

http://www.jfa.maff.go.jp/j/policy/kihon_keikaku/pdf/suisankihonkeikaku_honbun.pdf 

水産基本計画（抜粋）       平成24年3月閣議決定 

 
５ 漁船漁業の安全対策の強化 

漁船は、貨物船などの他の船舶と比較して転覆・沈没事故が多いこ
とから、気象・海象に応じた的確な出港判断や適切な操船等を通じ
て、海難事故を未然に防ぐため、安全操業に関する普及啓発活動や
漁業無線の活用を推進する。また、転覆・沈没事故の多いまき網漁
業や底びき網漁業等について、漁船の復原性を向上させるなどの安
全性を高める取組を推進する。さらに、万一事故が生じた場合の被
害を少なくするため、ライフジャケットの着用を推進する取組を強
化する。 
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３-①．ライフジャケット着用者・非着用者の比較 

 平成26年の漁船からの海中転落者のライフジャケット着用・非着用による死亡率（死者・行方不明
者）を見ると、非着用者の死亡率は着用者に比べて約３倍と非常に高いものとなっています。 

資料：海上保安庁 
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３-②．ライフジャケット着用者・非着用者の比較 

 過去５年間の漁船からの海中転落者のライフジャケット着用・非着用による死亡率（死者・行方不明
者）を比較しても非着用者の死亡率は着用者に比べて約２倍と高いことから、ライフジャケット着用
の有無が生死を分ける大きな要因となっています。 
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３-③．ライフジャケット着用推進ガイドライン 

 ライフジャケットの着用については、法律により平成20年４月１日以降に一人乗り小型漁船につい
ての着用が全面的に義務化されました。 

 多くの漁業者に常時ライフジャケットを着用していただくため、「平成20年10月に、 「漁業者のため
のライフジャケット着用推進ガイドライン」を作成しました。その後、平成24年10月に第2版として改
訂し、漁業関係者に配布するとともに、水産庁HPにも掲載しています。 

 ガイドラインでは、ライフジャケット着用のポイント
や進め方を取りまとめるとともに、着用の取組状
況を確認するためチェックリストを提示しているの
が特徴です。 

 
 第2版では、従来の内容に加え、自分にあったラ

イフジャケットの選択に関する情報、メンテナンス
の奨励に関する情報などが追加されました。 

「漁業者のためのライフジャケット着用推進ガイドライン」 
は、以下の水産庁ホームページをご覧ください！ 

http://www.jfa.maff.go.jp/j/koho/bunyabetsu/index.html#a-11 

〔漁船の安全操業に関する情報〕 
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３-④．ライフジャケット着用推進ガイドライン 
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３-⑤．ライフジャケット着用推進ガイドライン 
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３-⑥．ライフジャケットを着用しましょう！ 

 

  

  

それぞれの特性を理解した上で、自分の体型や作業内容、時期などにより適した種類を選ぶ
ようにしましょう。 

 ライフジャケットは、万一の海中転落の際、自分の命を守ってくれます。 
 行方不明になった場合、死亡認定まで何年もかかることがあり、収入が途絶える中で保険金が受

け取れず、逆に保険料を払い続けなければなりません。 
 行方不明になった場合、仲間は長期間、漁を中断して捜索することになり、残された漁業者は非

常に肩身の狭い思いをすることになります。 

空気密封式 
膨張式 

（首掛け式） 膨張式（ベルト式） 

固型式 
（チョッキ式） 

ライフジャケットには様々なタイプがあります 
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３-⑦ ．ライフジャケット着用推進の取り組み 

  

  

 水産庁では毎年10月を「全国漁船安全操業推進月間」と定め、全国一斉に漁業関係者に対しライ
フジャケットの着用率の向上等漁船の安全操業に関するキャンペーンを展開するとともに、月間
期間中にライフジャケット着用状況について調査を実施しています。 

資料：水産庁漁政部企画課 
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４-①．漁業カイゼン講習会について 

  

  

 水産庁では、平成25年度から、「安全な漁業労働環境確保事業（補助事業）」により、全
国で「漁業カイゼン講習会」を開催し、漁業者を対象として、漁船の労働環境のカイゼン
手法や海難の未然防止などの漁業労働環境の向上に関する知識の普及を行っていま
す。 

 漁業カイゼン講習会を受講した漁業者には、「安全推進員」になっていただき、浜々にお
いて、ほかの漁業者に対して講習会で得た知識の普及やライフジャケットの着用呼びか
けを行っていただくことにより、安全の輪を拡げていくことが本事業の狙いです。 

カイゼン講習会の詳細は、以下の   一般社団法人 全国漁業就業者確保育成センターホームページをご覧ください！ 
http://shuugyousha.org/pdf/anzen/annnai2014.pdf 〔安全事業関係資料〕 

「カイゼン講習会」を活用して、「安全推進員」を養成しましょう！ 

・労働環境を改善す
るための知識 
・海難を防止するため
の知識 
・労働災害を防止す
るための知識 

専
門
家
の
派
遣 

安 

全 

推 

進 

員 

地
域
の
漁
業
者 

カイゼン講習 各種集会等 

自分の経験や講習
会で学んだ知識を
用いて安全普及・啓
発・ライフジャケット
着用に関する活動
を展開 

結
果 

・海難事故の減少 
 
・労働災害の減少 
 
・快適な作業環境 
 
など 

漁業カイゼン講習会の開催に当たっては、無料で講師が派遣され、資料代もかかりません。約１時間から実施可能であ
り、ほかの勉強会など何かの集まりと合わせて実施することも可能です。漁業操業の安全性の向上と労働環境のカイゼ
ンのため、地元の漁協等での開催を検討されてはいかがでしょうか。開催を希望する方は、事務局である（一社）全国漁
業就業者確保育成センターまでご連絡ください。 
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４-②．漁業カイゼン講習会のご案内 

  

  

 カイゼン手法は、高崎経済大学の久宗周二教授（水産科学博士）が考案、提唱しているも
ので、漁業者自身が自分たちの①労働環境を確認し、②危険な場所や作業を特定し、③
簡単で効果のある部分からカイゼンしていく、というものです。 

資料：（一社）全国漁業就業者確保育成センター 15 



資料：（一社）全国漁業就業者確保育成センター 

  

  

４-③．漁業カイゼン講習会の実績（安全推進員の養成者数） 

 

 

平成26年度カイゼン講習会実施状況 
平成27年３月 

  開催場所 沿岸 沖遠 開催日 推進員 

1 北海道釧路漁民センター 1   5/15  43  

2 
北海道茅部郡鹿部町 
北海道立漁業研修所 

1   6/16  20  

3 
北海道茅部郡鹿部町 
北海道立漁業研修所 

1   6/27  19  

4 福井県小浜市小浜市漁協 1   6/30  23  

5 北海道枝幸町   1 7/26  13  
6 沖縄県那覇市JEIS沖縄   1 7/28  11  
7 沖縄県那覇市まぐろ会館２階   1 7/28  9  
8 鳥取県境港市流通会館   1 8/1  5  
9 島根県浜田市ＪＦ浜田   1 8/2  43  
10 三浦市南下浦市民ｾﾝﾀｰ 1   8/15  24  
11 岩手県久慈市 1   8/28  153  
12 三重県紀伊長島 1   9/9  44  
13 北海道室蘭市   1 9/17  78  
14 北海道釧路市   1 9/20  40  
15 千葉県銚子市（外川漁協） 1   10/3  45  
16 岩手県大船渡市 1   10/8  44  
17 岩手県釜石市 1   10/8  24  
18 岩手県山田町 1   10/8  83  
19 岩手県普代村 1   10/8  77  
20 茨城県神栖市（波崎漁協） 1   10/17  43  
21 静岡県焼津（漁業高等学園）   1 1/9  20  

22 茨城県ひたちなか市 1   1/19  29  

23 北海道紋別市（予定）   1 3/2  17  
24 千葉県鴨川市（予定） 1   3/7  20  
25 長崎県平戸市（予定）   1 3/23  31  

    
   
15  

   
10  
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開催日時 
  

平成２７年３月２３日（月）１４：００～１７：００ 

開催場所 
  

長崎県平戸市生月町舘浦 生月船員福祉会館 

出席者数 
  

漁業者     ３１名 
漁業会社職員   ８名 

講師・関係者   ９名   
計       ４８名 
  

受講者の
主な 

漁業種類
等 

種  別：沖合漁業 
漁業種類：大中型まき網漁業 
  

講師 

海上保安庁 第七管区海上保安本部 交通部 安全課
 畑 房幸 
高崎経済大学 経済学部経営学科 教授 久宗 周二 
  

講習内容 

14：00-14：40 海上保安庁講義 
14：40-14：50 休憩 
14：50-15：40 カイゼン講習座学 
15：40-16：10 グループ講義 
16：10-17：00 発表、総括 
  

所見 

受講者は終始、熱心に講習を聴講し、グループ討議に
おいても積極的な議論を行っていた。 
  

 
 
 

＜海上保安庁 畑氏、高崎経済大学 久宗教授による講習＞ 

＜講習を聴講する参加者＞ ＜改善ポイントに付箋を貼る参加者＞ 

＜グループ討議で改善点を討議する参加者＞ 

４-④．漁業カイゼン講習会の様子 

資料：（一社）全国漁業就業者確保育成センター 17 



【本年６月の類似衝突事故のレーダー画面】 
  （雨の影響で、漁船の船影は見えず） 

 船舶： パナマ籍貨物船（NIKKEI TIGER) 
                漁船（堀栄丸） 
   日時：平成２４年９月２４日午前１時５６分ごろ 
 場所：宮城県金華山東方沖９３０ｋｍ付近 
  

          運輸安全委員会 
    平成２６年６月２５日（公表２７日）  

            船舶事故調査報告書（概要）  

５-①．漁船へのＡＩＳの普及促進 

  平成24年9月24日未明、宮城県石巻市金華山沖約930kmの太平洋上で、三重県のかつ
お竿釣り漁船とパナマ船籍の貨物船が衝突し、沈没した漁船の乗組員のうち13名の方
が命を落とすという、大変痛ましい事故が発生しました。 

出典：運輸安全委員会船舶事故調査報告書（平成26年6月27日公表） 
http://www.mlit.go.jp/jtsb/ 
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Ⅰ  経過報告の概要（事故の原因） 

総トン数 
全長 
乗組員数 

総トン数 
登録長 
乗組員数 

２５，０７４トン 
１８９．６０ｍ 
２１人 

貨物船 NIKKEI TIGER （パナマ）： 以下「Ａ船」 

１１９トン 
３７．７０ｍ 
２２人 

漁船 堀栄丸： 以下「Ｂ船」  

運輸安全委員会の経過報告（平成２５年１０月２５日）では、悪天候の中、貨物船側の航海士が衝突の5分
前に漁船の灯火を視認し、レーダー画面で映像を捉えようとしたものの、確認できなかったことが明らかに
なりました。 

５-②．漁船へのＡＩＳの普及促進 出典：運輸安全委員会船舶事故調査報告書（平成26年6月27日公表）  

・AISはレーダーと比較して雨や波から受ける影響が小さく、相手船の船位等の情報を容易に取得するこ
とができると評価。 
その上で、 
・AISが漁船に普及することにより、商船側が、早期、かつ、安定的に漁船の船位等の操船に有用な情報
を入手でき衝突事故の防止に大きく寄与することから、商船の航路と重なる外洋において操業や航行を
行う漁船については一層早期の普及が望まれるなどと指摘。 

Ⅱ  経過報告の概要（ＡＩＳの有用性を評価） 

航跡の推計結果 

NIKKEI TIGERの船首部と 
堀栄丸の左舷船側部が衝突 
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（１） 国土交通大臣及び水産庁長官への意見 ＜報告書5.1.1＞ 

運輸安全委員会は、平成２５年１０月２５日（経過報告を公表）、洋上における商船と漁船との衝突事
故を防止するため、国土交通大臣及び水産庁長官に対し、運輸安全委員会設置法第２８条に基づき、
意見（以下、概要）を述べた。 

【本年６月の類似衝突事故のレーダー画面】 
  （雨の影響で、漁船の船影は見えず）   ① 国土交通大臣及び水産庁長官は、外洋を航行等する漁船の所有者等に対し、船舶自動識別装

置（ＡＩＳ）の衝突防止のための有用性の周知等ＡＩＳ早期普及のための施策の検討を行うこと 
  ② 国土交通大臣は、海運事業者に対し、航行する海域の漁船の操業状況についての情報 を、また、

水産庁長官は、漁船の所有者等に対し、事故発生状況等の情報を、運輸安全委員会の船舶事故ハ
ザードマップ等から入手し、活用するように指導すること 

（２） 国土交通省大臣及び水産庁により講ぜられた措置＜報告書5.1.2＞ 

   ① 国土交通省、水産庁、海上保安庁及び総務省が参加する「漁船へのＡＩＳ普及に関する関係省  
   庁検討 会」が設置され、ＡＩＳの漁船への普及促進策等について検討  
 ② 国土交通省及び水産庁は、関係団体等に対し、指導通達を発出 
 ③ 水産庁は、ＡＩＳの搭載に係る費用について実質無利子の融資制度を導入【平成２６年４月】 
 ④ 漁船保険中央会は、ＡＩＳ搭載漁船への漁船保険料の助成措置を導入【平成２６年６月】 
 

Ⅴ 再発防止策（事故後に講ぜられた措置） 

５-③．漁船へのＡＩＳの普及促進 出典：運輸安全委員会船舶事故調査報告書（平成26年6月27日公表） 
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５-④．漁船へのＡＩＳの普及促進 

 

  

  

「漁船へのＡＩＳ普及に関する関係省庁検討会」で漁船へのＡＩＳの有用性の周知並びにＡＩＳ
普及のためのパンフレットを作成しました。 
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５-⑤．漁船へのＡＩＳ（船舶自動識別装置）普及状況 

（平成27年２月現在） 
 

※設置数は無線局に登録した免許件数 

資料：総務省 
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５-⑥．漁船への簡易型ＡＩＳ（船舶自動識別装置）普及状況 
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※設置数は無線局に登録した免許件数 資料：総務省 23 



船舶事故ハザードマップ 

貨物船等の通航状況が
分かります。 

模型実験やＣＧ映像で事故
を再現しています。 

http://jtsb.mlit.go.jp/hazardmap/ 

地図から探せる事故とリスクと安全情報 

 どんな事故が起
こっているかひと
めで分かります。 

こんなことも分かります。 

 どこで、どんな 
事故が起こっているか

ひとめで分かり 
ます。 

 
 
運輸安全委員会は、年間約1,000件の船舶事故等を調
査して報告書をホームページで公表しています。 
     http://www.mlit.go.jp/jtsb/index.html 

６．船舶事故ハザードマップの活用 

運輸安全委員会のホームページを安全操業に活用しましょう！ 
（過去の海難事例から事故防止策などを見ることができます。） 
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おわりに・・・ 

 ライフジャケットについては、依然として着用せずに操業を行っている漁
業者が少なくないのが現状です。 

 
 漁船へのAISの普及はほとんど進んでおらず、漁船全体（登録免許件数

445隻：約25,000隻（H25漁船統計））では約0.2％、20トン以上の漁
船（登録免許件数445隻：約1,500隻（H25漁船統計））に絞っても
30％足らずと推定されます。 

 
 ひとたび事故が起これば、漁業者自身の生命が危険にさらされるだけでは

なく、家族や仲間の漁業者にも深い悲しみや大きな経済的負担をもたらす
ことになるとを忘れてはいけません。 

 
 漁業者の皆さまには、AISをはじめとする安全のための設備の導入や日々

の作業のカイゼンなどにより、日頃から事故の防止に万全を尽くすととも
に、万が一の事故に備えてライフジャケットは必ず着用する、ということ
を常に心がけていただきたいものです。 
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